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公 示 
 

 当機構契約事務取扱細則（平成１５年細則(調)第８号）第２１条の規定に基づき、

以下の企画競争を公示します。 

 

 2024年 7月 12日 

独立行政法人国際協力機構 

本部 契約担当役 理事 

 

記 

１. 調達内容 

（１）調達管理番号：24a00512 

（２）業務名称：沖縄センター大規模改修工事に係る設計業務  

（３）選定方式：企画競争（プロポーザル方式選定） 

（４）仕様・数量：企画競争説明書による 

 

２. 競争参加資格 

（１） 国土交通省各地方整備局（港湾空港関係を除く。）又は沖縄総合事務局におけ

る令和5・6年度「建築関係建設コンサルタント業務」に係る一般競争（指名競争）

参加資格の認定を受けていること。 

（２） 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所

の登録を行っていること。 

（３） 主たる業務分野1（総合分野のうち、積算に関する業務を除く業務。）を再委託

しないこと。 

 
1 分担業務分野の分類は下記による。「総合」とは、建築物の意匠に関する設計並びに意匠、構造及び設備に関する設

計をとりまとめる設計を、「構造」とは、建築物の構造に関する設計を、「設備」（電気・機械）とは建築物の設備に関

する設計をいう。なお、下表の分担業務分野を分割して新たな分野として設定してはならない。 

分担業務分野 業務内容 

総合 
平成31年国土交通省告示98号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の

種類」における「総合」 

構造 同上「構造」 

電気 同上「設備」のうち、「電気設備」に係るもの 

機械 
同上「設備」のうち、「給排水衛生設備」、「空調換気設備」及び「昇降機等」に係る

もの 
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（４） 総合（建築）分野において、競争参加資格申請書及び技術提案書の提出者又は

協力事務所（再委託先のうち、分担業務分野の主任担当技術者が所属する事務所

をいう。以下同じ。）が、機構の本企画競争案件での他者の競争参加資格申請書

及び技術提案書の提出者の協力事務所となっていないこと。 

（５） 管理技術者2は一級建築士であり、競争参加資格確認申請書提出時点において建

築士法第 22 条の２に定める期間内に同条に定める定期講習を受講していること

（ただし、建築士法施行規則第 17 条の 37 第 1 項 1 一級建築士定期講習の項イに

該当する場合を除く。）。 

（６） 主たる分担業務分野（建築、電気、機械の各分野）の主任担当技術者の資格要

件は、第２業務仕様書（案）８．技術者の配置と資格に記載の通り。 

（７） 管理技術者及び主たる分担業務分野（建築、電気、機械の各分野）の主任担当

技術者3は、競争参加資格確認申請書及び技術提案書の提出社の組織に所属してい

ること4。 

（８） 管理技術者及び記載を求める主任担当技術者は、それぞれ1名であること。 

（９） 管理技術者は、記載を求める主任担当技術者を兼任していないこと。また、記

載を求める主任担当技術者についても、記載を求める他の分担業務分野の主任担

当技術者を兼任していないこと。 

（１０）管理技術者及び記載を求める主任担当技術者の手持ち業務について、携わって

いる業務（本業務を含まず特定後、未契約の業務を含む。）が原則として10件未

満であること。 

（１１）管理技術者及び記載を求める主任担当技術者は、公告日から過去 10 年の間に

契約履行が完了した同種又は類似業務に携わった実績が1件以上あること。 

※同種業務の実績における対象施設は、鉄筋コンクリート若しくは鉄骨鉄筋コン

クリート造で、延べ床面積 6,000 ㎡以上の宿舎又は集合住宅の新築又は改修の基

本設計業務及び実施設計業務 

※類似業務の実績における対象施設は、鉄筋コンクリート若しくは鉄骨鉄筋コン

クリート造で、延べ床面積 3,000 ㎡未満の宿舎又は集合住宅の新築又は改修の基

本設計業務及び実施設計業務 

（１２）プロポーザルを提出しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと（資

本関係又は人的関係がある者すべてが共同企業体の代表者以外の構成員である

場合を除く。）。（入札説明書参照） 

                              

３. 契約条項 

企画競争説明書 第５契約書（案）のとおり。 

 

 

 
2 「管理技術者」とは、契約の履行に関し、業務の管理及び統轄等を行う者で、契約書の規定に基づき、受注者が定め

た者をいう。 
3 「主任担当技術者」とは、管理技術者の下で各分担業務分野における担当技術者を総括する役割を担う者をいう。 
4 競争参加申請書提出日の3カ月以上前から直接の雇用関係にあること。 
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４.プロポーザル（技術提案書）及び見積書提出の期限及び方法 

（１）提出期限：2024年 9月 20日（金）（詳細は企画競争説明書を参照ください。） 

（２）提出方法：プロポーザル（技術提案書）と見積書（パスワードを付したもの）

は、e_sanka@jica.go.jp 宛にメールで提出してください。 

 

５． その他 

企画競争説明書のとおり。 

以 上 


